
発展途上国における工業発展パターンとその規定因
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戦後，多くの低開発諸国は開発計画をたて， 意

欲的な工業開発に着手した。伝統的な農業国とし

ての経済構造から脱皮するためには， どうしても

政］府の積極的な間発政策が必＇炭であるからであ っ

に。しかしながら， しばしばみられるようにおく

れに経済体制 ・構辿は 一 •挙に改-; IZ, されることかな

く， 多くの国ではなお利：:滞の状態にとどま ってし、

る。もちろん工業化叶画に伴う諸々の難題に直由l

しながらも， 徐々に上業生J崖が拡人し，まにま っ

たく新しい性業が創設されている国もいく つかあ

げられる。発展途 l；の国々の間では， 工業間発の

テンボにいろいろな差異が出てきており， それに

伴って工業構造の国際的な 差異も大き くな ってき

ているのである。

本稿の主題は， このような工業化フ゜ロセスにあ

る諸国の工業パタ ーンに差異が出てくるのはどの

ような要因に起因するのか， さらに経済発展が進

むとどのような工業パターンに変化していくか，

という重要な問題を国際的な特化という観点から

理論的・ 実証的に検討することにある。

経済発）設とともに廂業構造がどのように変化す

るかという歴史的仏則は古くから人きなllil題とし

て論厳されてきた。コー リン・クラークによると，

経済の進歩とともに第 1次産業の比重が小さくな

り， 製造業などの第 2次産業の比重が大きくなっ

てく る。 さらに工業部門の比重が大きくなってき

たとき， 工業内部の構造も変化してくる。ホフマ

ンによると， 消費財産業に比較して，資本財産業

の比重が相対的に大きくなって くる。一般に軽工

業の発展が先行し， やがて璽化学工業化していく

という傾向がみられる。

発）lし途 I:I Elは， 一般的にまに軽．― I ~．菜い比車がJI.: 

例1りりに大きいと名えられる。 i)れわれはすでに発

殷途 l・・・国についてより i‘f細 Iふ工業内部構磁に注日

し，業種別の バクーンを明らかにした ( i I• 1) 。

ところで， 廂業構造の変化に関する）柄史的法則

性と明らかにすることはきわめて屯大な課題であ

るが， たんに一般的市火を確泌するだけでなく，

さらに一歩進めてなぜこのような産業構造の変化

が生まれるのか， その原因にまで立ち入って検討

しなければならない。産業構造の変化を生み出す

経済的要因は何であるか， それを明らかにするこ

とによって， 産業構造の変化のメカニズムが解明

されるからである。

産業構造は封鎖体系のもとでは， 需要構造に適

応してゆく。需要が拡大する産業に生産要素が移

転 して，タイムラグを無視すると ，需要構造と等し

くなる。他方，需要構造は所得の水準に対応して

ある特定のパターンをとると考えられる。すなわ

ち，エンゲ）レ法則に従って，諸々の産業に対する

（製品）需要が各所得水準別に決定されてゆく。け

つき ょく産業構造の規定因は， 究極的にはエンゲ

ル法則に求められる。

しかしながら，現実の批界は封鎖体系ではなく，
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海外との貿易取引が行なわれている。開放体系の

中ではもはや国内の需要パターンに適応した生産

パターンが形成されることはない。国内の超過需

要は財の輸入によって満たされ， 超過供給の部分

は輸出される。 このような貿易の可能性は，各国

の産業構造がエンゲル法則によって完全に規定さ

れてゆくのでなく， 国によって生産の特化を行な

うことを示唆している。生産の特化はよく知られ

るように生産性上昇を導く。特に， 生産の不可分

性と結びつくと， 国内需要に適合した生産パター

ンをもつことは技術的に不可能になる。生産には

ある一定限度以上の大きさの規模が必要であるた

め， 細分化された術要にちょうど合うように全1狂i

品を生迎することができない。かく て， 間放体系

の中では， 各国の工業構造にはどのような産業に

特化していくかによってエンゲル法則を越えた請

々のバリエーションが生まれてくるのである。尖

際， 多くの発展途上国は資本形成能力も限られ，

また技術的にもすべての産業をもつことは不可能

である。

これらの諸国では， 特化パタ ーンの問題は工業

化にあたって， 開発重点産業の選択という問題と

重なりあう。 A国は a産業を優先的に開発してい

るのに， B国は b産業を優先する。 この選択の基

準を何に求めるかが重要な開発政策の課題にな

る。各国で産業の特化が行なわれ，産業構造のバ

リエーションがつくり出されると， そのような産

業構造を決定する要因をみるために， 産業の特化

原理を考えなければならない。

貿易理論(/)批界では， 各国の貿易特化バクーン

を説明する基本）原理が古くから論じられてきに

（注2)。ここでは発展途上国の産業特化が問題であ

る。われわれは新しい一つの説明原理を理論的

に検討し， その原理の有効性（現実の特化パターン

の説明力として）を実証しなければならない。

以下の構成は次のようになっている。はじめに

理論的に工業パターンとその規定因との関係を論

じる (II)。その際，まず全体の工業パターンと個

々の業種との関係を示し， 続いて個々の業種の特

化規定因を考察し， 最後に両者の結果をまとめて

工業パターンの特化規定因を求めるという 3段階

の論理構造になっている。次に理論的分析にたっ

て実証 (It3)に移るが，まず資料の吟味(III)によっ

て実証分析の限界が明らかにされる。

われわれの理論的分析の仮説が実証(N)される

と，さらにその応用として産業構造のいくつかの

標準バターンを具体的な生産量で示し， それと各

国の視実の産業構造を比較検討する (V)。

(n. ]） 拙稿， 「低1}｝」発，渚114の1)［及栴込――ーアジア

とラテ` ノ ・アメリカの国際比校」，『1必梨研究』， l965年，

No. 2。

(lt 2) 古典派は•般的気象条 件， ヘクシ ャ ー ・ オ

ー リンは咲本労働賦{f・比率，ハロットは特殊史払I))賦

(r・・ に特化規定因を求めている。

（注3) 実証作業では特に業種別の特化囚rJ)検証に

力点がおかれてい るが，工業バターソとの関係を見落

としてはならない。さらに理論的分析による諸変数の

相互関係のメカニズムは実証分析の結果の解釈にとっ

て必須であり ，二つの分析はけ っして独立したもので

はない。

II モデ｝レ—理誦的フレームワーク

まずはじめに工業パターンの定義を明らかにし

ておこう。 しばしば工業パターンはその細分類産

業間の相対的な比璽を意味している。その場合，

経済発展とともに工業バターンがど(/)ように変化

するかは細分類産業間の相対的な比重の移り変わ

りによって示される。 また特化パターンもこの比

重の比較によって明らかになる。

以下で， われわれが用いている工業パターンと
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は，さらに拡大された意味をもっている。各国の

工業生産を 1人当たり生産量でとり， 細分類産業

群すべての 1人当たり生産量の組合せを工業パタ

ーンと呼んでいる。したがって， 前述の意味でエ

業パターンが同じでも， 1人当たり生産量の絶対

水準が異なっていれば異なった工業パタ ーンと考

える。 ここでは産業間の相対的な比重よりも絶対

的な水準が問題になってくる。 1人当たりでみた

絶対的な水準を工業パターンの指標にとることに

よって， 工業パターンという考えの中に同時に

工業発展の程度という概念が含まれてくる。われ

われが以下で問題にしようとしているのは， たん

に産業間の構成だけでな<i祖業の発）設の松炭であ

る。そして， 絶対水準でみることによ って，容易

に産業間比重の間題も取り扱える。すなわち， 共

通の尺良で各産業の生産量を測ると， 直ちにそu)

相対的な比重も明らかになる。そのとき比重の相

違がなぜ生じたかは， 絶対水準でみた生迎景がど

のように決定されているかを詳細に知ることによ

って明らかになる。 このように産業間の比重の間

題をその要因にまで立ち入って究明するために，

われわれは， 各産業の生産量の絶対水準まで考慮

して， 工業化パターンを定義することにしよう。

今，世界中に n国が存在し，異なった産業が m

個あるとしよう。 j国の i産業の生産量を Qjiとす

ると， 1国から n国までの工業パターン Ql・・・Qn

は次のようにベクトルで記される。

1産業 2産業・・・ iJ[Jj_業・・・ 9/9l産業

1 国 〔Q11 Qi~ ・・・・・・・ ··Q1i·········Q11』 =Ql

2 国 〔Q．3l Q22・・・・・・・・・Q:!i・・・・・・・・・Q,:im〕＝Q」`

J・国 〔QハQ j2・・・・・・・・ •Q ］し．．．．．．．．．Q]1』=QJ

n国 〔Qn1Q·n~ ・・・・ ・・・·・Qni" ・ ・ ・ ・ ・ ・ ··Qn11し 〕 ~Qn
(Q1 Q:! ・・・・・・・・・ Qし・・・・・・・・・ Q,／し）
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これはある 1時点について J1カ国の批界の工業

パターンを示しているが， 異なった時点間の工業

パターンをみるために， 時点が異なれば同じ国で

も異なった国として扱うことによって容易に一般

化される。

かくしてすべての工業パターンの集合 Qは，

Q= {Qj I Ql= [ Qj1,--Qjm]~O} j=l…n 

われわれが， 分析対象にしている工業パターン

(Q*)はQのうち， 1962年の発殷途上国(l・ ・ ・k国）

の工業パターンに限られる (Q:JQ*）。

この限られた工業バターン (Q*)がどのように

決定されるかが本稿の主題である。そのためにQ*

とこんどは各業種別に分ける。すなわち，

Q*= {Q;* Q*;= 〔Q1 i Q~ 1 ・・・ ···Qぃ〕 ’ ~ O i=l・・・mJ 

i産業の生迎鼠が 1•••I<- 国でそれぞれ Q 1 ,Q2 じ

Qぃであるが，これらの生迎贔を規応する一般的

な要因を明らかにしなければならない。そのため

に業種別に一般的な囚呆関係（）、見＇，L|人1と生Jf砂:.:と(/)

間の関係）を示すと，次のような関数関係になる。

Qし＊＝J.l（叫 i=l・・・m ただしy1は諸規定囚

かくして工業パターンの決定の問題はまず業種

別に関数閾係j・しを明らかにし，それを全産業に総

括することによって分析されなければならない。

今j国のi産業の 1人当たり生産を Qji,i産業

の製品に対する 1人当たり需要を DJi,l人当たり

輸入を MJi，国際価格で測った国内価格を応とす

る。また〔Qw・・Q』'=Qt 〔Du・・・Dぃ〕’＝Di

(Inj様に E,P,-, Vo, VuはK次の列ベクトル）

術給均衡決定式は一般に次のように表わされる。

Q=Jり（均， I{，砂）

Di=/り(E/）， Itu,））

Mれ
Qji 
--＝仰＝fμ(PJi,UM) j=l ・• • K 

D」i=Q叶 Mji三 (l+μJ)Qji j=l--・k 



Uはランダム項であり，また EQ,E/）は価格以

外の生産および需要の大きさに影響を与える外生

変数，（Ljiは国内生産と輸入との比率（＝輸入比率）

である。生産 ・需要は， 国内価格と実物変数とラ

ンダム項とによって決定され，輸入比率は国内価

格によって決まる。外生変数が与えられると，均

衡において需要と総供給（国内生産＋輸入）とが等

しくなり， 均衡生産 ・需要 ・輸入比率 ．価格の 4

変数が同時に決定される。連立方程式体系である

ため，外生変数恥， Eo,UQ, U1)の大きさは，

生産 ・需要 ・輸入の大きさの決定すべてに関係し

ており，生産 ・需要の誘導形は次のようになる。

Ql=f砂（恥， Eu,UQ, Uu) 

Di=fuり(Eq,幻，（JQ,Uu) 

さて次の問題は，各産業別に l・・・ k国共通に生

性および需要に影孵をサえる 一般的な実物変数

（恥，似）を求めることである。一般的な Eqについ

ては次のような産業別のサブグループ ((l4)に分け

て考察しよう。

（イ） G1（どちらかと言えば原料加工という側面の強

い産業群）

（口） ら (G』こ対しより高炭の加」こ産業群）

i産業から m産業までの産業群 Gを上の二つの

グループに適当にすべて配分しつくしてしまう。

G=G叶 G2

まず C のグループの産業では生産等に影響を

与える実物的要因として原材料賦存の大きさがあ

げられる。当然生産過程に投入される原材料が大

きいほど， 生産が拡大する。ここではこのような

直接的な生廂の投入 ・産出関係を問題にしている

わけではない。国内で利用可能な原材料の大きさ

とこの原材料を集約的に用いる産業の生産量との

因果関係が重要なのである。今，ある産業の生産

プロセスで用いられている主要な原材料を支配的

原材料と呼ぼう。技術によって各産業の支配的原

材料が異なってくる可能性があるが，グループG1

の産業群ではほとんど変わらないであろう。 また

ある一時点で国内で開発された原材料の大きさを

原材料の賦存量と考える。資本・労働の賦存量と

いう場合， 明らかに将来得られる潜在的な大きさ

を含めていないように， 以下では原材料賦存量に

も将来開発されるかもしれない地下の埋蔵資源を

含めない。われわれはこのように定義された原材

料の賦存最がその原材料を支配的原材料とする産

業の 1人当たり生産を規定している。したがって，

国際的な原材料賦存量の差異が， 国際的な当該産

業の生産の相違•特化の程度を規定する実物変数

であると考える。

このような仮説は， 発展途上国の特殊な状況に

よって十分に説明される。発展途上国の多くは限

られた種類の原材料の生産に依存している。その

ため急速に工業化を進めていく過程では， どうし

ても海外から資本財を輸入しなければならない。

ところが， 1次産品輸出の拡大は， 世界の需要構

造からみてある一定の範囲におしとどめられてい

る。その結果， 工業の開発を急速に行なうと輸入

圧力が強く， しばしば外貨準備の不足を招き，海

外からの援助に頼らざるをえなくなる。このよう

な経済環境のもとでは大量の原材料輸入は困難で

ある。生産に必要なすべての原材料を自国内で生

産することは不可能であっても， 支配的原材料を

大量に輸入して当該産業を創設し， 発展させてい

くことは輸入制限政策が採られているかぎりほと

んど期待できない。技術水準が非常に進んでおり，

原材料を大量に輸入し， それを加工して再び輸出

できるような段階に達しておれば， 日本の過去の

例のように輸入原材料依存型の発展が可能になる

が (11:5)，大部分の発展途上国は資本力が乏しく技
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術水準も低いため， 現実にはその可能性が非常に

少ない。国内の資源が偏在し，ある特定の資源が

豊富に存在するとき， その原材料を支配的原材料

とする産業がまず創設せられ， 開発されていく。

そのとき， この原材料は当然輸出向けに吸収され

ているが， 徐々に国内吸収のほうが増加していく

であろう。

産業の生産に影響するもう一つの実物変数とし

て，資本賦存量の大きさがあげられる。一般にど

の産業でも， 資本が豊かになるにつれて，より多

くの資本設備を導入し， より多くの生産が可能に

なってくる。したがって，各業種の国際的な特化

の相違は各国の 1人当たり資本賦存量の差異によ

って説明されるであろう。その際， 業種によ って

資本集約性が異なるので， 資本賦存量格差の影咽

のしかたが，当然異なってくるであろう。ある産業

では資本集約性が非常に小さいため， 資本賦存量

の国際的な差異によ って， 生産特化パターンがほ

とんど影響されないこともある。その反対に，資

本集約性が強く（大規模な資本を要するために）資本

の利用可能量がその産業の創設， 生産の拡大に決

定的に重要な役割をもつこともある。 この場合に

はたんに 1人当たり資本賦存量だけでなく， 一国

全体としての資本賦存量の大きさも問題で， 規模

の要因が特化パターンに影響するかもしれない

（注6)。多くの産業はこの両者の中間的な性格ー資

本集約性をもち， それぞれ異なった度合いでその

生産特化が資本賦存量に影響される。

以上， 生産に影響を与える実物変数として (1

人当たり）原材料と資本の賦存量をあげたが，原材

料は国別の特殊性が強いのに対し， 資本は各国に

共通な普遍性の強い要素とみられる。各国別に生

産量が異なるのはこれらの要素の賦存の差に求め

られるが， さらに支配的原材料が技術的に特殊性
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の強い（代替の範囲が狭い）場合には，各国の当該

産業の発展はもっばら原材料賦存によって支配さ

れるであろう。その逆に特殊性が弱い支配的原材

料の場合には， 資本賦存の差が各国の生産格差を

支配的に説明する傾向が強くなる。

次に，原材料の加工度が高次の産業グルーフ゜

(G2)はもっばら資本賦存量によって生産が決定さ

れる。総生産費に占める原材料費の比重が小さい

とき， その国の資本能力がどれくらい当該産業の

生産が拡大しうるかを決定するであろう。資本能

力が大きい国ほど生産量も大きい。 しかし，その

関係は前述したように産業の資本集約性によって

異なって くるであろう。

次に， 需要側の実物変数 Euについてみよう。

やはり ， 産業によって二つのグループに分けられ

る。

H=Hげ 11'2(=G)

（イ） H1（国際的にみてII苔好の弟や， 需要構造の差が

大きい産業）

（口） 几（国際的に上記の追が小さい産業）

需要の大きさはエンゲル法則に従って所得水準

によって左右される。所得水準の国際的な差が各

国の需要の格差を説明する。 しかしながら，国に

よって tasteの差が大きい場合， もはや所得と需

要とのエンゲル法則に基づいた一般的な関係は乱

されてくる。当該製品に対し強い選好をもつ国で

は， 所得水準に対応するよりも大きな需要が生ま

れる。国際的なデモンス トレーション効果が大き

い場合には tasteの差がそれほど大きくはならな

いと考えられるが，中間財については， その国の

産業構造がどのよ うなものであるか， 特にその中

間財を究極的に使用する産業の発展のいかんが需

要の大きさに影響する。

最後に攪乱項 Uについてふれておこう。後にみ



るように，生産・需要の国際的な差異がすべて前述

の要因によって説明しつくされるものでないが，

攪乱項の中で特に支配的な影瞥力をもつものがみ

られない(il7)。関数式はこの攪乱項が最小になる

ように推定されている。すなわち， 理論的な生産

量は K力国について UQが最小になるようにえら

れたものである。以下，現実値の代わりに理論値

を用いる。

さて以上の議論をまとめると，前述の生産（需要）

の誘導形は産業によ って次のようになる。

Qし＝凡 (K,R, Y, T) icG 1かつ icl-I1

Q＝応（K,R, Y) 

Qし＝厄(K,Y, T) 

豆＝f(li(K, Y) 

i.sG1かつ isII2

isG2かっ isI-I1

isG2 かっ isII~

ここで Rは支配的瓶材料賦存凧， Kは資本賦存

量， Yは所得， 1'は tasteの偏りを示す指椋

（それぞれ］入当たり）である。これらいずれも K次

の列ベクトルである。 さらに資本賦存量が所得水

準によって決定されると仮定すれば，

K=}i.(Y) 

これを代入すれば，それぞれ，

Qし＝八 (R,Y, T) i心かつ icIIl

Qi=Jiii(R, Y) icG1かつ isII'.!.

Qi=Jふ(Y,T) icG2かつ ic!I1

豆＝fふ(Y) ieらかつ ieH~

これらの推定式は誘導形であり， この段階では

生産の決定式にはなっていない。

次に， 一般的モデルを発展途 l：国の経済体制に

適応させる一つの試みと して， さらにきつい条件

を加えると次のような特殊モデルが展開される。

一般モデルでは価格メカニズムによって需給が均

衡し，輸入量が同時に決定されるが，発展途上国

の多くは経済構造の転換能力が限られ， 価格メカ

ニズムの作用する範囲が狭い。特に輸入は相対価

格で決定されるよりも， 保護貿易政策に基づく輸

入制限によって国内産業の発展が優先される。 こ

のとき， 国内需要と国内生産は相互に独立に実物

的要因によって決定され， その差額を満たすよう

に輸入量の大きさが決められる。

Qi＝パ（EQ) 瓦＝fm(ED)

豆＝瓦—Q （私は K次の輸入ベクトル）

横軸に所得， 縦軸に生産および需要量をとると

他の条件を一定とすると， 所得水準の高い国ほど

生産量も需要量も大きい。 この関係を示す曲線を

それぞれ生産曲線， 需要曲線と呼ぶと，原材料賦

{f量の相違，国際的な tasteの相違は両曲線のシ

フトとしてとらえられる。たとえば原材料賦存が

大きい同はそれだけ生産曲線が上方にシフトした

場合と考えられ， したがって生産開始の点がより

低い所得水準に対応する。輸入は明らかに両曲線

の差としてあらわれる。両曲線の勾配によって生

廂開始後， 輸入が減少するかどうかが左右される

が， 一般にある一定期間の後には生産のほ うが所

得水準の上昇とともにより急速に拡大すると考え

られ， 両曲線が交わる点で輸入必要量はゼロにな

る。

なお所得水準の低い段階では原材料賦存などの

シフ ト項の影響力が相対的に強いのに， より高い

所得水準では相対的に所得水準の生産（需要）を決

定する力のほうが支配的になる。一定の原材料賦

存の変化によって同じだけシフトしても生産量の

大きさの変化割合が高い所得水準ほど小さくなる

（ただし frG1)。

以上のように価格メカニズムを無視した特殊モ

デルを作成すると， すでに展開した生産決定式の

誘導形が生産決定式そのものと等しくなる。ただ

し， 需要側の要因が明示的に生産決定式にはいっ

てくるケース（たII1)は，誘導形を生産決定式と呼
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ト
、/1
 始発点

格差が特化パターンに影響をもつようになってく

るであろう。

（注4) ここでは規定囚の相進によってグループに

分類できることが重要な点で，各グループの特徴は必

ずしも強い滋味をもたない。実証の際にもグループの

特徴をまとめていない。

（注5) 中央大学経済学部の金子氏の指摘による

と， 日本でも，明治期には原材料生産とそれを用いる

工業生産との問に密接な関係がみられた。

（注6) 実証では規校係数（人口数で代表された）

はどの業種も統計的に1i怠でない。

（注7) |出I別にみれば，i崖業政紋が4守化バクーソに

彩問をり・えることも考えら1しる。また，わ4LわiLの特

化原迎て説lJjしつくされなし、ケースが指摘されるが，

ここでは例外的なケースと考え，次の国別分析て行な

う。

ぶことができない。

最後に， 各グルーフ゜別の議論と工業化バターン

との関係を総括しておこう。 工業化パターンがど

のような要因によ って支配的に影響されるかは，

けっきょく， 産業グループの相対的な大きさに依

存することが明らかである。 すなわち発展途上国

のように G1のグループの産業の占める比重が大

きい段階では工業化パターンは原材料賦存と資本

形成能力によってもっばら左右される。

では特に原材料賦存状況が圧倒的に工業化パター

ンを支配し，

低所得国

所得水準の上昇とともにその影響力

は相対的に小さくなる。らのグループのシェアー

が拡大すると， もっぱら所得水準によって生産パ

ターンが左右されてくる。ところが，よく知られて

いるように，経済発展とともにcのグ）レープが

相対的に減少し， らが拡大する。 したがって，経

済発展とともに工業パターンの規定因が原材料賦

存から資本形成能力に重点が移ってくる。

なく，

さらに

発展した先進諸国ではたんに資本形成能力だけで

各産業における技術革新の能力の国際的な

Ill 

叶測作業にあ／こって資料の利川11J能性が間題に

なるが，

ておこう。

まず対象の国については，

アジア，

だけでなく，

が選ばれている。これらは，

であり，

資料および前捉条件の吟味

以下簡弔に各変数の資料について説明し

ラテン・アメリカ，

アフリカの発展途上国（準工業国も含む）

オセアニアとスペイン， ボルトガル

先進工業国以外の国

もっぱら資源の輸出に依存するという共

通の特色をもっている。

対象産業は，国連の『世界統計年鑑』(U.N., Statis-

tical Office, Statistical Yearbook, 1953~ 1964)で製造

業部門に記されているほとんどすべての産業を取

り上げた。もちろん，発展途上国の生産がきわめて

少ない産業を除き， また取り上げた産業とほぼ同

じ細分類産業と考えられる場合には計測作業から

除いた。物量単位でしか各産業の生産量がえられ

ないので， これらが全製造業の何パーセントのシ

ェアーを占めているか明らかでないが， 発展途上
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国に関しては， 一般化が可能なほど多くの産業が

対象に含まれていると考えてよい。

ところで， 各産業あるいは産業群が全製造業の

中でどのくらいの比重を 占めているかによって，

般的な丁業パターンの規定因の重要竹：．が異なっ

てくる。 ）原材料•に依存す る f閑度の強い産業が圧例

的に大きなシェ アーをもつな ら， その国々の工業

パタ ーンは， 原材料の賦存状況によってもっばら

決定されていると結論できる。 第 1表は付加価値

生産でみて各国の産業構成を示している。 これに

よって対象産業の比重が推測されるが，

国はまだ軽工業産業の比重が大きいと考えられ，

発展途上

したがって， これら軽工業の特化パタ ーンがどの

ような要因に従って 決定されるかをみることが，

全体の丁党バターンの 規定因を知る土で重要にな

って くる。

次に，生産パターンの規定因としての所得（注8)

と原材料についてみよう。

得られないので所得を代用したが，

は GNPのかわりに GDPを採用した。海外活動

への依仔疫が大きい発展途上国が含まれているた

め， 国内工業生産とより密接に結びつく

選んだ。ところで各国の GDPは公定平価による

ドル換算値ではなく，

が，依然として各国の通貨価値の比較という難点

が残される。

討した後に，

になるが，

資本ストックの資料が

所得はここで

GDPを

国連の計測による値である

原材料に関しては各産業の生産技術を詳細に検

何が支配的原材料であるかが明らか

原材料の資料が限られているため，

般的な技術知識にしたがって支配的原材料を選ん

だ。石灰石のようにセメン トの支配的原材料と考

えられながら， その資料がえられないためにその
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発鼠途土同の工業構成（付加価値）

(b) I (a) (c) I (l) 
、消費財投資財

(C) 

盆属機械 （b) 産 業産 業 (I) 
食糧品繊

4. 2 1 17. 3 I 84. 9 I 11. 2 I 7. 5 I 66 
3. 9 12.7 74. 3 ]8. 7 4. 0 49 [ 
5.7 I 11.3 I 80.2 I 13.5 I 5.9 I 60 
2.8 21. 1 85. 6 10. 5 8. 1 5 71  
29. o I 1. 2 I 43. 2 I 46. 7 I o. 9 I 21 I 13 
26. 5 I 1. 2 I 42. 8 I 46. 7 I O. 9 I 18 I 13 
20. 6 I 2. O I 55. 1 I 36. 9 I 1. 5 I 28 
10. 2 5. 3 63. 3 28. 1 2. 3 37 乱
1. 5 I 49. 8 I 78. 7 I 17. 2 I 4. 6 I 56 I 18 
3.7 I 19.9 I 78.3 I 18.2 I 4.3 I 52 I 20 

14.1 I 3.8 I 61.5 I 28.5 I 2.2 I 35 I 18 
1. 3 I 52. 0 I 85. 3 I 10. 1 I 8. 5 I 64 I 3 
24. 3 I 1. 5 I 50. 8 I 40. 7 I 1. 2 I 23 
6.5 7. 6 64. 7 24. 7 2. 6 41 悶
3. 2 I 11.4 I 44. 3 I 49. 5 I O. 9 I 30 I 5 

11.7 I 5.3 I 64.9 I 28.2 I 2.3 I 13 I 48 
1 O. 2 I 2. 7 I 41. 8 I 25. 6 I 1. 6 I 27 I 1 
25. 6 I l. 1 I 35.4 I 37. 7 I O. 9 I 26 I 2 
14.1 I 3.4 I 57.0 I 30.0 I 1.9 I 20 
10. 9 4. 1 50. 1 26. 6 1. 9 38 号
24. 1 I 2. O I 50. 9 I 37. 7 I 1. 4 I 20 I 27 
10.8 I 4.5 I 57.3 I 38.0 I 1.5 I 36 I 13 
11.9 I 4.0 I 57.8 I 24.1 I 2.4 I 41 I 6 

（注） 特に年代が記されていない国は， 1960年の値。
（出所） U. N., Statistical Office, The Growth of World Industry, 1938-Gl, National Tables, New York, 

1963, p.849より算出。

第 表

国 名
(a) 

食椙品・
繊維

佳々爪

6
5
6
1
4
4
2
3
7
8
7
7
0
6
4
6
1
5
6
9
5
9
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3
3
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5
7
7
5
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3
4
3
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2
4
4
4
4
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影響力を検討できない。

なお，『アジアの経済成長と域内協力』（アジア紆

済研究所， 1965年）の工業部門で発展途上国の例も

含めて， モデルプラントで原材料がどのように投

入されているか産業別に明らかにされている。見

体的に生産工程まで立ち入って支配的原材料を確

認する作業の詳細は本稿の範囲では特に詳論する

必要がないであろう。

ところで原材料は各国の生産量（たとえば鉄鉱石

生産量）をとっているが，すべての工業生産国で原

材料生産に関する資料が得られない。原材料を全

部輸入して工業生産をしているのか， 資料が得ら

れないので 国連の統計表に記人されていないのか

明らかでない。原材料生産の資料の得られない国

はたとえ当該工業製品を生産していても， 標本か

ら除かざるをえなかった。 しかしこうした国はき

わめて例外であり， 一般的な結論にそれほど影響

しないと考えられる。また逆に原材料生産の資料

だけしか明らかでない国もま った く同じように取

り扱ったが，これらも例外的な国に限られている。

また， 各産業の生産，支配的原材料の生産，所

得は国の規模の相違を取り除くために， いずれも

各国の総人口（注9)で割って 1人当たりの値をとっ

ている。

工業生産および原材料生産は， 年々一時的に変

動する可能性があるため， 1961,.-,63年の 3カ年平

均値を用いている (1953~55年についても同じ）。

計測の前に特殊モデルで前提されていた諸条件

を前もって吟味する必要がある。政策に関するい

くつかの前提条件は， 統計的に実証不可能である

が， 次の 3点は特殊モデルにとって特に重要な前

提条件である。一つは輸入行動に関するもので，

支配的な原材料輸入は， できるだけ抑えられてお

り， また工業製品の輸入は国内生産と競合しない

38 

ように政策的に統制され， 術要に対し生廂の不足

介だけ輸入されるという前提である。第 2は価格

メカニズムが強く作用していないこと， また第 3

は一般的モデルと同様に， 資本形成能力は国民所

得水準によって決定される (K二 ji(Y)）という 前提

である。支配的な原材料輸人に関する前提以外は

計測方法の単純化のために必要で， 必ずしもモデ

ルにとって本質的なものでない。紙面の制約から

詳細な吟味は別稿にゆだねるとして， 原材料の輸

入に関して簡単に吟味しておこう。

第 2表から明らかなように，総輸入の 10％前後

が食料で占められ， 原材料輸入は東アジアを除く

と10％以下に抑えられている。食揖に加工製品が

含まれているので問題があるが， 支配的原材料の

輸入が小さいことを十分ホ唆している。

（往 8) 数年間にわたって lti'伶性向が発展途 卜．国で

国際的に大きくリ肌、てし、な ければ，所得は 質本ス トッ

クをぷす指椋として 1•分有、紅義であるが ， この点は今

後の検討にゆだねたし ‘o

第2表 総輸人に占める原材料の比率（％）（1962年）

国 名 1食料Im材料燃料I 
アルゼンチン 3.75 8.28 7.35 
オーストラリア 5.90 8.62 7.90 
ビ ｝レ マ 7.74 4.93 4.17 

]- リ 18.05 8.30 6.48 
ラ ジ Jレ 15.35 4.88 17.93 

セ イ ロ ン 40.39 2.39 8.36 
コ ロ ンビア 5.00 8.79 2.98 
イ ン ド 15.78 11.85 8.57 
イスラエル 12.89 14.04 6.38 
メ キ シ コ 5 72 8.05 2.33 

フ イ リ ピ ン 13 52 7.67 9.14 
ボルプ—トS ガル 11 16 19.29 10.08 
11 ー ンア 9 34 3.87 6 52 
ス ペ イ ン 16 84 20.17 14.53 
夕 イ 8.32 2.09 10.24 

バキス 夕 ン 14.76 9.06 8.49 

南韓占ア フ リ 力 5 76 7.26 6.34 
Jレ コ 11.77 8.76 10.74 

篇
10.95 28.56 7.73 
15.55 21.29 6.81 

マ ジラ一 ヤ 26 76 13.61 6.13 ニュー ランド 8.76 5.43 8.42 

（出所） U. N., Statistical Office, Yearbook of 

International Trade Statistics, 1964, より算出。



（注 9) この、意味でのみ労働））の賦仔が考慮されて

いるが ， — →般にわれわれのモデルでは労働））賦＃状況

の特化に］｝え る影密は明示的に取り入れてし、ない。 -

の点で難点を含んでいる。

IV 訃測結果と解釈

推定は産業別に次の形で， 国際的クロ スセクシ

ョンの最小二乗法によって行なわれた (Qは当該産

業 1人当たり生産， Rは1人当たり支配的原材料の生産，

Yは1人当たり所得）。

log Qi=a+b log R叶 clogY 

需要側の tasteが異なり，それが生産パターン

に影響すると考えられる場合には，推定式は

log Qi=a+b log R叶 clogY+d log T 

ここで bを資渡係数， Cを需給両面の影響力を示

すものとして，新たに成長係数と呼ぶ ことにする。

叶測結果は第 3表にまとめられている。各産業

で採用された支配的原材料が異なるため， 第 3表

の原材料の項にそれぞれ原料名を示している。 ま

た， 国際的なクロスセクションの計測に用いられ

た国の数は自由度 (D.F.)から容易に知れるが，具

体的に採用された国は産業別に第 9表に示されて

いる。

第 3表 （1) 計測結果 (I) (1962年）

| 1 
成 長係数 資源係数 I その 他 1 原材料 1 相関係数 I D. F. 

石 油 製品 0.861 
(0.316) 

鉄 鋼 1 034 
(0.214) 

紙 0.877 
(0.226) 

製 材 1 182 
(0.235) 
1.116 
(0.239) 

毛 糸 2.672 
(0.707) 

硫 酸 0.793 
(0.582) 

過 燐 酸

2.231 
(0.703) 

砂 糖 0.808 
(0.215) 

綿 糸 r 0.365 J 
(0. 485) 

綿 織 物 「0.165] 
(0.376) 

セメ ン 卜 1.178 
(0.164) 

窒素肥料 0.229 
(0.465) 

（注） （1) かっこ内は係数の標準誤差。

(2) 食糧生産との弾力性。

(3) 規模との弾力性。

0.538 原 油 0.882 
(0.101) 
0.435 鉄 鉱 石 0.963 
(0.069) 
0.266 パルプ 用木材 0.913 
(0.091) 

0.756 

-0 030 原 木 0.804 
(0.222) 
-0. 721 羊 毛 0.929 
(0.340) 
0.647 硫 黄 0.936 
(0.322) 
0.926 -0.216(2) 硫 酸 0.874 
(0.179) (0.164) (3 
0.430 0.947) 燐 鉱 石 0.881 
(0. 263) (0. 565) 
0.407 砂糖キ ビ 0.868 
(0.104) 
0.376 綿 花 0.555 
(0.141) 
0.385 綿 花 0.678 
(0.105) 

0.826 

0.356 硫 酸 0.542 
(0.226) 

〔 〕は他の推定式によ る数値。なお，製材と過燐酸については 2通りの計測を行なった。

13 

11 

10 

19 

14 

7 

3 

， 
4 

14 

16 

16 

24 

12 

（出所） U. N., Statistical Office, Statistical Yearbook, 1961 ~ 1964 : U. N., Statistical Office, Y earboo!? o J 
National Accounts Statistics, 1962 : F AO, Production Yearbook, 1961 ~ 1964より算出。
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第 3表 (2) ;；1- 測 結 果 (1962年）

成長係数 資源係数 iその他 原材料 相関係数 | D. F 
肉 0.744 0.614 牛と豚 o.9oo I 18 

(0.182) (0.159) 
ノゞ 夕 -0.653 1.816 ミ）レク 0.892 ]l 

(0.407) 0.373 
魚 （缶詰およびくんせい） 0.050 0.658 f,．（し 0 621 12 

(0.367) (0.240) 
小 麦 粉 0.933 0.099 4ヽ 友 （）．8：i(i 14 

(0.255) (0.195) 
夕 ノミ コ （製品） 0.753 0.383 タバコ 0 842 18 

(0.153) (0.171) 
銅 （製品） 0.205 0.785 銅 0.955 ， 

(0.319) (0.103) 
鉛 （製品） 0.870 0.732 鉛 0.883 8 

(0.398) (0.170) 
コ ク 0.570 0.409 石 灰＇」 0.948 10 

(0.156) (0.071) 
レ ヨ ン 0.804 0.523 ， 

(0.436) 
非セルローズ繊維 1.480 0.728 11 

(0.421) 
塩 酸 0.538 0.372 7 

(0.507) 
硝 酸 0.658 0.389 6 

(0.635) 
苛 性 ソ ダ 1 168 0.665 ]2 

ソ ダ 灰
(0.379) 
1.099 0.947 4 
(0.187) 

プ ラ ス チ ツ ク 0.851 0.562 4 
(0.611) 

夕 イ ヤ 1.324 (）．959 ]5 
(0.101) 

ラ ジ オ 0.924 0. 8.‘} 3 ]0 
(0.194) 

自 動 車 1.771 0.860 12 
(0.304) 

（注） 第3表 (1), (2)とでは標本の範囲が若干異なる。第8表参照。

（出所） 第 3表 (1)に同じ。

相関係数をみると， 28商品のうち信頼水準95%

で有意なものが大部分であり， しかも相関度が低

い商品は塩酸， 硝酸， レーヨン，プラスチックな

ど発展途上国では重要性が低い商品である。 この

結果から， われわれの仮説の現実妥当性が推測さ

れる。すなわち，工業パターンの国際的な格差は，

所得水準と， 原材料賦存によ って基本的に説明さ

れる。

しかしながら， この二つの要因で必ずしもすべ

ての国際的格差が説明しつくされているわけでな

く， その他の諸要因についても検討する余地が残

されている。また， 発展途上国で軍要な代表的産
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業である繊維産業は相関度が低く， その他の諸々

の要因にその発展度が影響されている。工業化の

初期では需要と結びついた繊維産業の開発が政策

的に強行される。原材料賦存，資本賦存状況から

みてノーマルな生産水準以上に優先的に生産が拡

大させられ， 国際的な差異が基本的な特化規定因

では説明しつくされないのである。

さて，原材料加工という側面が強い産業群(G1)

のなかで， 特に原材料賦存状況がその国の生産を

支配的に左右する産業群には， 魚，バターなどの

食糧品産業，銅，鉛などの金属加工産業，綿糸，

綿織物などの繊維産業がある。明らかにこれらの



丁→業はその原材料を直抜的に加丁するとし、う而が

強く ，当然，原材料賦存が工業バターンに支配的に

大きな影響を与える。にのうち原材料賦存と同じ

く所得水準も丁業バター ンに影需をもつようにな

る産業群は，肉，タバコ，ゴークなどで(V)るこれら

の産業は， 原材料）JI1-1・．とし、う側面がり犯、と同11かに

必需晶として所得水準と密接に結びついている。

らのグ）レープには，製材，毛糸，過燐酸，苛性ソ

ーダ， ソーダ灰， レーヨン， 非セルローズ繊維，

小麦粉，タイヤ， ラジオ， 自動車，セメントなど

比較的重化学工業が多い。ただ， 化学の場合は一

般に所得の説明力がそれほど大きくなく， その他

諸々の要因が作用している。 すでに述べた窒素肥

料，塩酸， 硝酸などでは特にこの傾向が強く，結

局発展途 1 ••国の化学生産の多くは， 現在はまだそ

の生産水準がきわめて低位であるため， 経済的ti

特化規定lklによ って， 規則的にバター ンが決定

されてし‘るという状況に f[ってし、なし、と考えちれ

る。 化学は生産T．程が複雑で一般に l閏純に支配的

原材料を見いだすのもむずかしく， ）Jrlエ度が『iい

ため， 原材料賦存の支配力が弱くなるであろう。

ところで， 上でみた所得水準との相関をどのよ

うに理解するかが問題になる。 われわれの一般的

モデルに従えば， 所得水準は一方で資本賦存量を

規定し， その結果資本集約度によって異なった生

産パターンをもたらすが，他方では（所得弾力性に

従って）需要に影響し，その結果産業別の生産を規

定してゆく。価格メカニズムが十分働かない産業

では， 前者の生産面だけで生産パターンを規定し

てゆく。価格メカニズムの働きを知るには，産業

別に詳細に検討しなければならないので， ここで

はわれわれは所得の回帰係数を成長係数としてよ

り一般的に理解しておく。したがって， 現実に妥

当するのは一般的モデルか特殊モデルかという選

択9t特に間わなし、。 このJー、うな j)れわれの実証の

限界はも っばら資料の制約による。

次に規定因と工業バターンとの具体的な関係を

みてみよう 。物景単位であるため製造業に占める

各廂業の比屯がどの、tうになるかを知ることがで

きなし、。 しかしながら， 指数として各廂業のバク

ー ン を小すことが可能である。特化規定lkl(j）賦存~

拭の相違がどのような工業バターンの相違をもた

らすであろうか。他の条件を一定として所得水準

の各段階に応じた産業パターンを第 4表に， 同じ

ように原材料賦存の差によるパターンを第 5表に

まとめている。ただし，これはあくまでクロスセ

クションの結果であり， ある国がタイムシリーズ

でみてこのように発展していくかはさらに国別の

検討が必要である。

翡所得閂でその比重が相対的に人きくなる廂業

は成長係数の大きな産業群である。にのうちも っ

ばら原材料賦存に左右 さ れる廂業群は原材料•賦存

が大きくならなし、かぎり， その比屯は相対的に小

さくなる 。 その他の（，〗グ）レー プとにグループ と

で必ずしも明確にその動きが区別できないが， 鉄

鋼を除くと， 成長係数が 0.9より大きくなるのは

すべて c~ グ）レープである（小麦粉，非セルローズ繊

維，苛性ソーダ，ソーダ灰， タイヤ，自動車）。これら

は重化学工業品であり， 高所得国が資本形成能力

が大きいため重化学工業品の生産を拡大させうる

ことが明らかである。また， すでに述べたよう

に， 閻所褐国になるほど原材料賦存よりも所得水

準（資本賦存）に工業バターンが規定される傾向

が強くなる。

以上は原材料の賦存がある特定の水準に与えら

れたとき，所得水準によって各産業の生産量がど

のように異なるか，すなわち， 所得水準の差によ

る特化工業パターンの相違を示したものである。

41 



第 4 表 所得格姜に基づく生産 バタ ー ン
- -

理論的生産高 (kg) （3) 原材料生産
比率

成長係数 (1) 高の仮定
I 300 f }V (2) I 100ド）レ (1)I 300ドル (2)I 600ドル (3)I 600/100 I (kg) 

製 i雑材; 
l 182 12. 9 47.6 108 0 8.4 

セメ ン 1 178 20.7 75.6 170 8 8 2 

小非 セルロ麦ーズ繊
o 9:r~ 11 5 29.7 56 8 4 9 100 
I 480 0.00965 0 0490 (） 1 36 14 1 

レ ヨ ン 0 804 0.170 0 5:lO 0 722 4 2 

::L"← r -r'I: ソ
ダー 灰タ＊ `  1 168 0.26 0 938 2 11 8 1 

ソ 1 099 0.57 1.92 4.12 7.2 
夕 イ ヤ 1.324 7 7 33.0 82.7 10.7 

｀ 

ジ オ ＊ 0.924 4 1 11 1 21 2 5.2 
動 車 ＊ 1.771 1 31 9.17 31.30 23.8 

贔t 
油 製 嵐 0.861 214 553 1,000 4.7 100 

1.034 50 5 193.0 321.0 6.3 100 
0.877 29.7 77.8 143.0 4.8 100 

糖 0.808 16.5 40.1 70.4 4.2 500 
0.744 8.2 18.6 31.1 3.8 500 

夕 ノミ コ 0.753 22.5 515 867 3.8 1 
コ ク 0.570 13.8 24.2 35 8 2.6 100 

（注） ＊単位10-3個

（出所） 第 3表に同じ。

第 5 表 原材料賦存格腔に基づく生産バクーン

理論的生産高 (kg) I J原材料に関する仮定値(kg)

資源係数 —
I 

- -． 
(1) . I (2) I (3) I (3)/(1) I (1) I (2) I (3) 

畠位
祖1 製 嵐 0 538 (12 215 

(） 435 18 5 5(）．5 
0 266 29 6 45 4 

糖 0 407 86 l65 
0.614 30 6 182 1 

夕 ノゞ コ 0 383 225 417 
コ ク 0 409 5.0 12.9 

誓 富 0 376 45.0 106.5 
織 0.385 20.8 50.6 

I 

（注） 仮定 GDP=lOOドル

原材料生産に関する仮定は次の三つの段階で行なった。

(1) 原材料生産が低い諸国に対応する生産水準

(2) 原材料生産が中位の諸国に対応する生産水準

(:~) 原材料生産が高い諸国に対応する生産水準
計測に用いられた推定式は第 3表を参照。

743 12 0 10 100 1,000 
闊70 7 4 10 100 1,000 
54 8 I 9 1 0 100 500 
221 2.6 JOO 500 1,000 
625 0 4.1 100 500 1,000 

545 2 4 1 5 10 
24 8 4.9 10 100 500 
253.0 5.6 10 100 500 
123 1 5.9 10 100 500 

説明変数に GDP=lOOドルと原材料の仮定値を代入して理論的生産高を求めた（仮定値(1)より生産高

(1)を，仮定値(2)より生産高(2)を，仮定値(3)より生産高(3)を求めた）。

（出所） 第 3表に同じ。

ところが， 第 5表の場合は若干異なった意味を

もつ。所得水準が 100ドルの国を想定し，原材料

の賦存（生産）水準が異なるとどの程度工業生産

が異なるか，すなわち原材料賦存差が生産格差
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（特化）に与える影響を産業別に具体的数値で示

している。たとえば鉄鋼についてみれば， 鉄鉱石

の 1人当たり生産が 10キログラムの国では 1人当

たり鉄鋼生産が18.5キログラム， 鉄鉱石の生産が



100ヤロ グラムに達すると ，鉄鉱生廂が50.5キロク‘‘

ラム，さらに鉄鉱石の 1000キログラムに対応して

鉄鋼生産が 137.0キログラムと増加する。各業種

別に用いられている支配的原材料はすでに第 3表

で示されてし、るが， これらの支配的原材料の生廂

が低V、|l4，中位の国， 1',.,'j v、|11に対応するように 1

人当たり原材料生産量をとり ， 前述の推定式に代

入して (1人当たり所得を100ドルとして）えられた

各産業別の生産量である。したがって第 5表の理

諭的生産値はやはり産業別に (1)(2)(3)の各段階の生

産量を比較すべきであるが， あくまで原材料生産

に関するそれぞれ異なった仮定値の与え方（何倍に

なっているか）との比較で業種別の生産の拡大のし

かたを考えるべきである。

賽源係数は， バター以外いずれも 1よりかなり

小さし、が，鉛，銅，魚，肉， ／：ターなど ，（］〗 グルー

プのうち特に原材料賦存が支配的な商品のほうが

より大きくなる傾向がある。 これらの事実をどの

ように解釈するかはむずかしい間題であるが， 原

材料賦存の 1％の同際格差がはるかにそれ以下の

生産格差をもたらすことから， 賦存量が大きい国

ほど， まだ国内吸収が少ないことを示している。

原材料の輸出に依存する発展途上国では， これは

当然のことであり ， 産業発展が進むとより多くの

、ーし『l]合が国内吸収に向けられる可能性を示唆してい

る。また， 原材料賦存の影響力が大きい産業では

原材料賦存の国際的な格差に対し， その生産格差

がより比例的になる（係数が 1に近くなる） ｛項向 が

あるのは，原材料の賦存が小さければそれを輸入

して当該工業製品の生産を大きくするよりも， 生

産そのものが低水準にとどまっているのであっ

て，その意味で原材料の国内賦存が生産バターン

に支配的な影響力をもつのである。

以上はわれわれのモデルの直接的な実証結果で

あるが， 以下議論を発殷させていく つかの試みを

行な ってみよう。

まず第 1に， 経済発展と工業パターンとの関係

を別の観点から検討しよう。 1人当たり所得を一

つの経済発股の指棟とすると， 発展段階の相違に

よってどのような 「．業バターンが 描かれるかが明

らかになった。ここではさらに 1人当たり所得の

代わりに GNPに占める製造業の比率（＝工業化率）

を発展の指標にとり ， 工業化が進んだ国では生産

パターンがどうなっているかをみよう。結果は，

一部の産業のみを取り上げて第 6表にまとめてい

るが，第 2種の成長係数 （＝工業化率との回帰係数）

の大きい硫酸， 製紙，鉄鋼，綿糸などの比重がエ

業化とともに大きくなる。

次に1962年についてえられた結果と 1954年の結

呆とを比較し， 発殷途上国が工業化に租極的にの

り出した戦後の 9年間にどのような構造変化がみ

られるかを検討しよう。

1954年に成長係数の有意性が みられない産業

に，製紙， 過燐酸，砂糖がある。当時これらの産

業の発展が一般的にまだほとんど進んでいなかっ

第6表 第2稲成長係数（＝工業化率の回帰係数）

I成長五霰 I-E —I~- F三
石油製品 0.590 0.816 13 

(0.809) 
鉄 鋼 1.594 0.934 11 

(0 557) 
紙 1.920 0.848 10 

(0 87‘2) 
硫 酸＊ 3 369 0 6:11 1 6 

(l. 035) 
綿 糸 1.:-336 0.654 15 

(0 756) 
綿織物 0.901 0.732 15 

(0.572) 

（注） ＊単相関

推定式 log(1人当たり生産）

=a log（工業部門付加価値
GNP)＋b log(1人

当たり原材料生産）＋c

a＝第2種の成長係数

（出所） 第3表に同じ。

43 



たからであろう 。それに対し， 綿糸は化頼疫は低

いけれども 1954年においてはなお所得と のゆるや

かな相関がみられ，また推定式の相関係数も 1962

年より大きい。ところが ］962年にはま ったく その

相閃が失われたのn, 次々と多くの11,.1で牛廂がl}il

始し， すでに述べたように政策的に1}廿発が優先さ

れたからである。これはD.F.なし、しt票本の数が

2倍近くにな っていることか らも明らかである。

成長係数が両時点で共に有意な産業の成長係数

の大きさを比較すると ，信頼限界を考慮した値は，

セメント，鉄鋼，製材 （石油製品）ともにほぼ等し

くなる。 これらの産業ではこの期間中に新たに生

所を始発した国も少なく (D.F.がほぼ等しい），け

つきょ く， 戦後の期間中11,.1際的な4.『化バク ーンの

決定のしかたに変化がみられなかった。すなわち，

国際的 に4旅 • 特化の構造笈化がなか 、 ） ／こと 結論

できよう。

第 3番目 の発殷の試みとして， 構造変化のなか

った廂業群につし、て11~ j)(バク ーンの疫化（各国の

生廂鼠の姿化）が）爪材料賦存の J•,1tl )JI I , およ び所得の

成長によ って それぞれどの程疫訪発されているか

をみよう い］0)。クロスセクションの推定式からタ

イムシリーズの結果を導くことには問題が残され

るが， 各国別の研究にと って興味のある示唆を与

える。

1962年生産蔽の実績値を Q」炉，理論値をQ]炉，

1954年について も同様に実績値を Q足［理論値を

Q訊また原材料が1954年の水準で所得のみが1962

年の水準に達したときの理論値を Qばとする。た

だし， 理論値の計測にはすべて構造変化がないも

のとして1962年の推定式を用いる。たとえば，イン

ドの鉄鋼の Qりiは 1962年の鉄鋼推定式にインド

の1962年 1人当たり所得， 1954年鉄鉱石生産値を

代入してえ られた値である。 Q；竺は同様にインド
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の1962年所得と 1962年鉄鉱石生産値を代入した値

で， したがって Qj炉と Q府iの差は鉄鉱石生産が

1954年と1962年とで異なることに帰因する。

このとき次式が成立する。

Qji匹ーQji"4=Q」¢-QJ-炉十Q;¢-Qi"＋Q;L54

-Qjし54=』Q炉十4Q;し-』Q内 ＝』Qji

』JI,62,4円はそれぞれ実績値から理論値 を正

し引いた偏差で， ランダムな要因に依存する部分

である。理論値の増分 (4Q]i)をさらに，

』QJi=QJi62-Qぢi+QY五一Qfi54=iJQR+』QY

第 1項』Q勺ま所得水準を1962年で評価して原材

料増加によ って誘発される生産の増分，第 2項

LJQl・は原材料を1954年で評価して所得の増加によ

る生産の増加部分である。 この方法では評価時点

の相違かち原材料増加の効果が過大評価される偏

りをもつが，第 1次接近として，不油製品，鉄鋼，

紙について計測してみよう 。

第8表の結果から明らかなように， 同によ って

かなり異 ti っ た I~ ク ー ン を拙くが， ！l：：前＇孔化の極端

に大きいオー ストラリアを除いた平均値でみると

厭材料賦｛げ汁l附JIIによ って生産が拡大する領向が

第 7表 計測結果 (1954年）

I I 豆叫直源係数L原材門 1悶旦I]:：
石油製品 1.254 0.357 原 油 0.604 13 

(0 619) (0 164) 
鉄 鋼 0.957 0.556 鉄 鉱 石 0.957 8 

(0 269) (0.128) 
紙 0 158 0 722 パルフ用゚木材 0 813 10 

(0 568) (0 264) 
製 材 1.319 0.671 17 

(0 354) 
硫 酸 0.746 0.384 硫 黄 0.806 ， 

(0 460) (0.172) 
過燐酸 0.919 0.892 燐 鉱 石 0.770 10 

(0 602) (0.252) 
砂 糖 0.099 1.564 砂糖キビ 0 937 14 

(0 274) (0.174) 
綿 糸 1.374 0.932 綿 花 0.733 ， 

(0.638) (0.380) 
セメ ント 1.264 0.809 27 

(0.177) 

（注） かっこ内は係数の標準誤差。

（出所） 第3表に同じ(1954~57年版使川）。



第 8表（l) 戦後生産拡人ともにらした諸要因の誘発効果

石油製品 (100g) 鉄 鋼 (10g) 

| | I )阿材料— → | l 1原材料 I 
生産高偏追偏差理論値‘誘発部所得誘幻／生産裔1偏差 1偏 粕 坪論的誘発部所得誘」Qf</
の増分」Q62_」Q54増分
JQji JI Jl」Qji 八

分 発部分」Ql．の増分 JQ62_」Q54増分刀 発部分」Ql'
I JQli| JQl |1」QJLI]1 | JI| 4Q” | JQlt | JQl I 

I アルゼンチ ン 2,276-1,399 187 3,488 2,908 580 5.01 2,0781 1787 -2371 528| 146| 382 -0.3; 
オーストラリア 1 | 16,674-6,416 2,66020,430 4,64015,790 0.3 
ブラジル 1,626 734 85 807 754 531 11.0 1,1601 -615 -8101 2,585 2,033 552 3.7 
コロンビア l,078l-l,990j l,85911,2091 1291 1,080: 0.12 
インド | 697 -18 -154 919 880 39 22 

インドネシア ー 1081 2781 -6621 2761 2031 73: 3. 0 
イスラエル 3,4521 3, 907,-4, 0241 3, 5691 2, 6521 9171 29. 0 
韓国 427-68 119 376 3071 691 4.4 
メキシコ 440; -91s1 -2os1 1,5631 143'1,420: 0.11 3,32s; 1,972 -210; 1.626; goo; 7261 1.2 
モロッコー64-276 249 461 469 -8i -59 

パキスタン 951 -41 611 ~81 191 19I 11 21 -o 
ペルーー54 20 -597 523 69 454 0. 15 | 
南アフリカ ー1(）8 -151 109 -202 -231 29 -8.0 5, 196 59ll -4,660| 3,945| 2,205| 1,740I 1.3 
エジプト 97 l I 1061 1151 1501 :1571 9:l 
タ(

トル ：l 7(）5 -29 2(）:; 531 44(j 85 :3.8 33!） -7公7 42(）| 54(）'ー32 572'-0. （)(j 
チ l) 1,825 -l,3(i公 95(）公，叫7公，0811 151il 1:1.:31 ~J:H I· 7,9291 2,:i:H>i 6,S40; 5,S40! 1,000; S.5 
ヌ へ （ ン ：i，9..34 l,374 -l35 2,695 l,3l(） L,385I (）．し）
¥1 ー デシ ア 1,15t1I -1:121 112: 1,774I 1,6941 801 2L.2 
合 術 ー5271-rn1 -1251 -:384; -:l!J7¥ I 1:1 I I 

」4,56619,644 1,92公 I_.. . ..141,95719,623'22,:B4 

合 ，1! （麿乙’此喜’台砂；）1 （15,152)＇(10,188)（4,！）（）4[ （i：ス トラリアを）（2l,527)| (14,983)1(6,544)I 
（出所） 第3表に 1ぃjじ。

第 8表（:.!) 戦後生）岨拡人をもにらしに，渚要LKLの謗発効果

I 紙 (100g) 

生産高 偏弟仙，i

I 

近 理論的生産厭材料 所 得
の増分 ＿」Q54 高の増分 誘発部分 誘発部分 JQU/ JQV 
JQh 」Q? JIJQJ•I• JQlt JQl• I 

アルゼンチン 544 I us I 24:-i I 18:3 I 48 I 135 I o. 36 
オーストラリア 1, 255 I 1, 294 I 1, 963 I 2, 002 I 3, 867 I 1, 865 
ブラジル 29 I 83 I -242 I 188 I 7 4 
台湾 678 637 -190 231 207 誓
インド 44 I 28 I 23 I -7 I -15 
韓国 81 140 -143 84 61 2] 

ター イ I 23 I _46 I 287 I 181 I 76 I 105 305 -163 
68 1 

チ
ト）レコ 1 111 1 -431 l 200 1 341 215 | 126 

リ 680 I -158 I 293 I 545 I 423 I 122 
3,139 I 4,213 I 2,863 I 1,350 

ペイン | 559 I -153 I 290 I 422 I n I 345 

合 り I ✓ I -（オース トラリアを含む） ― | ］瓢 I一 賃贔 i—ーふ瓢

111 -431 200 
680 -158 293 
6,795 -557 3,139 4, 
559 -153 

（出所） 第：｝表に 1ぃjじ。

0.65 
8.63 
-1.88 
2.21 

0.72 
-0.91 
1. 7 
3.47 
2.12 
0.22 

示される。 評価時』点の間辿があるが，質加係数が

より小さくとも原材料の賦存のほうがより急速に

増加しているのでその誘発効果が大きくなる。こ

の意味で原材料のIJ1']発がそれを支配的原材料とし

て用し、る）庄業の発J」とにと って非祁；に車災な、絃味を

もってくる。

以上， 三つの方面でわれわれの実証分析を発展

させる試みを行な ったが， 紙面の制約から商品数
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を非常に限った。より 一般的な結論をう るために，

さらに別の機会に再検討したい。

（注10) ここ では所得と原材料生産とを独立し てい

るも の と仮定し，それぞれの誘発効果 を別個に計測し

たが，現実にはタイム、ンリーズでみ ると，両者の依存

関係が認め られるかもしれない。

V ランダム要因の検討 工業化の

国際比較

工業パターンの基本的規定因として，原材料

and/or所得を産業別に取り出し，その理論的パタ

ーンを考察してきたが， 現実のバターンはさらに

諸々の要因によ って影評されている。 これらの諸

要囚と一括してわれわれのモデルでは ランダム要

因と考えた。現実の工業パターンが基本的規定因

によ って説明されうるのは一般に 60~80％であ

り， 残りの部分についてはさらにランダムな要因

によ って説明される。このランダム要因を検討

するにはいくつかの方法があり，特に stepwise

regres~ion で次々と説明変数を追加する試みが有

意義になるかもしれない。われわれは実績値と理

論値との偏差（対数）に注目してみよう。偏差がフ゜

ラスの場合には，ランダム要因が生産の発展を

促進し， マイナスの場合は阻害的な作用をしてい

る。

国

ビルマ
セイ U ン
台 誘
イ ン ド
イン ドネ シア

韓 国
パ キ スタン
フィリヒ ン゚
タ イ
マレーシア

第 9表（1) 実紹伯 と ］T11論値と(/)伽jit (k]数）

名 I賃閃I鉄鋼I糸l¥ |訂ピ糸 1過燐酸1砂直，ljI硫酸 1製HIt 1、 1 空 ~ 1 綿糸 1 綿織扇
-0.2271 I 0.2801-0.5;-37 

-1.0191-0.5901 1-0.1741 0.074 
-0.28:{' I 0.4411 I O.l'.111 0.5241 0.2401 0.1811 0.8041 0.5021 1.0991 0.925 
0. 262 0. 308 0. 188 -0. 30(） -0. 242 -0. 139 -0. 502| -0. 474 0. 133 0. 144 ()．183 
0.1181 I I I I I I 0.3021-0.4581 1-0.3861-0.048 

-0.0581 0.2911 I I 1-0.0861 0.1501 0.0611-0.1501 0.5121 0.364 
-0.016;-0.1831 1-0.2611 1-0.nl2I-0.7261 l-0.0081-0.2931 0.0651-0.098 

0.4491-0.8731 0.3261 0.0931-0.102 
-0.2961 I 0.3451 0.1731 1-1.4971-0.675 

0. 9581 0. 045 

ル
コ
ア
ア
コツ

工

。

ヒ

ラ
ル
リ
オ

ロ

ス

チ

イ
ト
シ
エ
モ

-0.477 
0.943 

0.2521 I I I 0.2601 1-1.2071 I 0.0121 I 0.5101-0.456 
-0. 017 -0. 243 -0. 4711。.163 0. 474|-0. 209 -0. 082 0. 073 0. 006 -0. 092 0. 140 

0.213 
-0.1661 1-0.4661-0. 7541 1-0.2511-0. 940 

-o.9281 I I 0.1471 0.1891 I o.3991 I 0.197 

エジプト 0.1011 I I I 0.0811-0.0681 0.4511 I o.3821 0.4331 0.1661 0.161 
イラン 一0.010
ローデシア ーo.0861 I I I I l-0.275 
南アフリカー0.04110.2021 I 0.1951 1-0.0111 I I 0.0101-0.1351 o.3291 o.055 
アルゼンチン 一0.0901o.3721 0.0441 I 1-0.1591 0.0221-0.4401 0.0161 I 0.2831-0.438 

ブラジル 0.250: o.0991 0.0811 0.391'.-0.1891 0.1181-0.453I o.491I 0.493!-0.8571-0.2001 0.111 
コロ ン ビア ー0.2611-0.1661 I I 1-0.3031 0.5231 I 0.205!-0.0491-0.8071 0.316 
メ キシコ ーo.0901 0.2201-0. o:rn 1-0.5451 o.3561-o.134:-o.3R6i-<l. 015 -0. 2971-0. 032 
ペ ルー 0.0041 1-0.1781 1-0.4701 0.:)981 0.1111-0.3071 0.1911 I 0.1911 0.196 
チ リ ー0.2081 -0. 383-0. 045 0. 755l o. 175 0. 034 

62 
ニュージーラン ド ー0.030 -0. 073 0. 01 8 0. 186 -0. 382'-0. 431 

I ボ ルトガル ー 0.1021 I 0.2411-0.1711 I I o.35Ri I o.s39 
スベ イ ン ＋ 0．086 -0. 056 -0. 2991 0. 037 0. 128(）．762 -0. 142 0. 343 

香池 1 | 1 1 1 | 0 138 
-- -

（注） 偏差＝log（実績値）ーlog（理論値）

推定式は第3表を参照。

（出所） 第3表に同じ。
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国

第 9表 （2) 実績値と理論値との偏差

名 l 肉 lバター I タバコ 1 コーク | 鉛 |万一嬰 Iソーダ灰1 タイヤ I ラジオ 1 自動車 1 平 均

0.109 
0.388 
0.436 
0.043 
0.138 

0.018 
0.219 
0.044 
0.332 
0.645 

0.167 
0.109 
0.345 
0.515 
0.007 

0.150 
0.111 
0.」04
0.025 
0.340 

O.Ol7 
0.019 
0.055 
0.034 
0.012 

0.085 
0.185 
0.063 
0.091 
0.060 

0.291 
0.002 

ビ Jレ マ -0.584 0.521 

I セイロン -0 483 -0.134 
台 湾 -0.468 0 553 0.284 1.035 0.211 -0.133 
イ ン ド -0 253 0.096 -0.203 0.215 0.086 -0.151 -0  388 0.210 
インドネシア 0.038 -0.439 -0.233 

韓 国 -0.108 -0.416 -0 571 -0.075 0.274 -0.443 
パキスタン -0.172 -0.261 -0.092 -0.506 -0.150 0.017 
フィリヒ゜ン 0.026 0.276 -0 251 0.235 0.115 0.177 
夕 イ 0.099 
マレーシア

イスラエル 0.079 -0.213 -0.061 -0.223 -0.791 
卜 ］レ コ -0.414 0.152 -0.038 -1.083 
シ ォリ ア 0.336 0.488 
エチ ピア
モロッコ 0.192 -0.159 -0.164 0.060 

エジフ゜ 卜 0 393 -0.127 0 071 -0.256 
ローデシア 0.005 -0 090 
南 アフリカ -（）. 037 0 504 0 096 0 0~7 0 157 -0.242 0 390 
タンザニア 0.155 -0 104 
ヶ 二 ァ 0.340 

ア）レゼンチン 0 298 -0.168 -0 244 0 108 -0.222 0 22:3 0.22l 0 463 
ブラジル -0 005 -0 648 0.006 -0.069 0 3341 -0. JOO 0.453 0 499 0 795 
コロンビア 0 2~7 -0 105 0 365 -0 104 0 1791 -0. 794 -
メキシコ -0 481 0 112 0 10l (） 030 0.2401 -0.054 0.259 0 130 -
ペ Jレ ~ 0 071 -0 06公 0.103 -0 351 0.127 0 156 

チ リ -0 026 -0 156 0.107 -0.156 -1 026 -0.226 -0.105 
ホンジュラス 0.438 -0.067 
ェクアドル -0063 
オース 1ラ リ ア -0 021 0.256 -0.199 0 023 0.5751-0.211 0 062 0 022 0 337 
ーユ ージーラン ド 0 272 -0.064 -0.040 -0 060 

ボルトガル -0.073 0 663 0 027 
スペイン -0 158 -0 522 0.094 -0.238 0.280i 0.056, I -0.240 -0 1~5 0.047, I -

I 

（出所） 第 3表に同じ。

産業別に各国の偏差をまとめているが， 東南ア

ジア諸国では阻害的に作用するラ ンダム要因の存

在が示唆される。ただ，特に台湾（およびフィリヒ゜

ン）では促進的なラ ンダム要因が作用している。

アジア諸国は一般に発展がおくれて経済の転換能

力が小さく，部門間（農業と製造業）との有機的な結

びつきが弱い。台湾は農業の発展がめざましく，

フ （リ ビンとともにアジアで最も工業化を積極的

に進めている国である，熟錬労働）j<)）供給という

面でもより有利な環境にある。 これらの諸要因が

生産パターンに有利に影響を与えていると考えら

れる。ラテン ・アメリカ諸国は平均的にみて理論

値に近く，ラ ンダム要因の作用が相互に相殺しあ

っている。 もちろん産業によ ってはランダム要因

がかなり促進的に作用している。

地域によって偏差に一定の特徴がみられるかど

うかをみるため第10表で産業別の平均値を検討し

た。大部分の産業で平均値の符号がラテン ・アメ

リカとアジアで逆の方向（多くの産業でアジアが共）

になる。しかし， 各地域グループの標準偏差をと

り，信頼限界を求めると（ラジオ以外）すべての産

業で平均伯(/)は頼が車複し， 統計的には地域によ

る平均値の差を検証することができない。

地域によってランダム要因の総合的な働きが異

なってくる傾向が推測されようが， 必ずしも明確

にとらえることができない。 さらに各国別に詳細
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第10表 地域別偏必(X10―,1)の平均仙およひ椋準偏必

Iアジア Iアフリカ
ラテン ・
アメリカ

肉 -38 49 -34 
(285) (256) (238) 

夕 ノゞ コ -69 84 62 
(346) (242) (154) 

苛性ソーダ -16 182 
(633) (195) 

夕 イ ヤ -21 -49 129 
(139) (124) (224) 

ラ ジ オ -109 -131 312 
(309) (143) (136) 

自 動 車 -72 -149 148 
(276) (435) (592) 

石油製品 205 -125 -49 
(421) (237) (146) 

鉄 鋼 22 28 
(208) (271) 

紙 111 -26 
(35 1) (24) 

砂 粕 -50 -！J &3 
(4(）7) (I 11) （公7(i)

疏 酸 -:18¥) -1 4 l 1:17 
(44:;) (667) (4 (）4) 

製 |、．1・ 1 1 6 -52 
(528) (338) 

セ メ ン 卜 -28 4 154 
(393) (4 66) (1 73) 

綿 糸 -54 ]J2 -16(i 
(74J) (275) (52:3) 

(fl・:） 、/)ヽ っこ内は椋` 準伽磁。

（出所） 第 3表にl1iJじ。

に検討すれば， タイムシリーズの分析もあわせて

より深く特化パターンの規定囚を究明できるであ

ろう。

VI 結 論

特化理論との関連で産業特化パターンの規定因

を計量的に明らかにしようとする試みはしばしば

行なわれながらも， 問題があまりに大きく基本的

であるため，完全に成功していない。

本稿の分析もまに不ー1分 であり ，4．Ifに貿拗靡15|"J

の分析をまたねばならないが， 次のようなり也味の

ある結論が示唆される。

国際的な工業生産特化バターンは）原材料加工と

いう側面の強い産業では原材料賦存によって支配

的に決定されるが， さらに高次の産業では所得水
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準によ って規定されるようになる。その中間に，

原材料賦仔と所得水準双方によって特化パターン

が規定される産業群が存在する。経済発展ととも

に産業群の比重が所得水準に依存する産業に移

り，その結果， 全体として原材料賦存によってパ

ターンが支配される状況から所得水準によって支

配される世界にな ってい くのが推測される。現実

の発展途上国ではまだその産業の種類からみて原

材料賦存の影響力が強く， 工業化の方向および発

殷速度は原材料の開発ときわめて密接な関係をも

ってし、る。

？臼料d)制約からわjしわれ d)粒業特化因に関する

糾しし、｛如況は元tに検証さオし1ことはいえないかも

しれないが， 国際的な工業構造の比較特化バター

ンの解明にと って， きわめて重要なカギをljえて

し、ると思,J)Aしる。残された間題は））i［材料の賦存差

そのもの， あるし、は所得の格必そのものが， どの

ような要囚に依{fするのかを経済発）li 産業の

種類の変化 との関連で分析されなければなら

ない。特に国別のタイムシリーズ分析によって，

原材料生産ー工業生産ー所得水準という相互に密

接な関係をもって発展していくメカニズムが解明

されると， 産業間および時間的にみたバランスド

グロースの問題にも， 重要な示唆が得られるので

ある。

（付記） 木稿は文部省学術助成総合研究，炭応大学

「近代化研究」の一呪として行なわれた研究に晶づいて

いる。近代化研究会 （大熊一郎会長）および中央大学経

済学部（J［究会の諸先生か ら数々の此出なコメソ トをしヽ た

だしヽ た。子t料(/)柏J刑．，，I測作染9よ坂神、1は子さんリ）1l）J)）を

えた。出して感謝の、邸を 」こしたし ‘o

（中央大学助手）




